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資源価格下落と新興国需要の低迷が輸出を下押し 

アジアの輸出は不振が続いている。資源依存度が高いインドネシアでは、昨年後半

からの一段の資源価格下落を背景に、輸出が前年比▲14.3％（1-2月）と大幅に減少し

たほか、マレーシアでも同▲19.9％（1月）と、昨年12月から減少幅が拡大した。また、

資源輸出依存度が低いNIEsでも前年割れが続いている。 

輸出の不振に喘いでいるのはアジアだけではない。世界の貿易額は2015年以降、前

年比二桁減が続いている。世界の貿易額を価格要因と数量要因に分けると、2014年後

半以降の貿易額の落ち込みは、価格要因（＝資源価格の下落）の影響が大きいことが

確認出来る（第1図）。一方、貿易量は新興国の減少により伸び率こそ鈍化している

が、先進国が下支えとなり底割れは回避している。輸出額減少をもたらしている資源

価格の下落は、過剰投資／過剰生産調整の真っ只中にある中国を中心とした新興国の

需要減が主因と考えられるが、価格下落に伴う資源関連投資の落ち込みや資源国景気

の低迷と相俟って、世界的な財需要の低迷をもたらしていると考えられる。 

アジア（除く中国）の輸出不振の主因は資源価格下落という点で例外ではないが、

投資減速や生産調整に伴う中国の需要減少の影響も、輸出シェアの大きさを考えると

看過できない。中国向け輸出を品目別にみると、NIEs、ASEAN共に素材の落ち込み

が大きい（第2図）。また、韓国では北米に次ぐ自動車輸出先である中東向けの落ち

込みが、輸出全体を大きく押し下げており（1-2月輸出への寄与度：前年比▲3.7％pt）、

資源国景気の低迷も輸出の重石となっている。 

先行きを展望すると、数量面では中国の需要減を、内需主導で景気拡大が続く先進

国の需要が下支えする構図が続く見込みである。一方、価格要因の先行きの鍵を握る

原油価格は、主要 4 ヵ国の増産凍結合意を契機に、2 月半ば以降持ち直しつつある。

当面は後者の影響が大きく、輸出額は減少に徐々に歯止めがかかることが期待される。 
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第1図：世界の貿易額と量
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NIEs

（30.9）
ASEAN

（12.0）
EU

（6.4）
米国

（7.5）

日本

（17.5）

その他 機械類（輸送機械・航空機）
機械類（機械・機器） 機械類
素材 消費財
輸入計

（前年比、％）
第2図：中国向けの輸出

（年/月期）
（注）中国の輸入統計より作成。『素材』は、鉱物、化学品、プラスチック・

天然ゴム、金属。国地域名下（）は各国地域の輸出の中国向け割合（％）。

（資料）中国海関総署、IMF、各国統計より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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アジア（中国以外） アジア（内中国）
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（年）
（注）輸入ベース。貿易量の地域内訳は、2005年の輸入額を用いて当室推計。

（資料）IMF、オランダ経済政策分析局、中国国家統計局統計より

三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

貿易量
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照会先：三菱東京 UFJ 銀行 経済調査室  竹島 慎吾 shingo_takeshima@mufg.jp 
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